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DXアンテナ株式会社の株式譲受け（子会社化）に関する 

基本合意書締結に関するお知らせ 

 

エレコム株式会社（以下、当社）は、平成28年11月７日開催の取締役会において、船井電機株式会社（大阪府大東市

中垣内7丁目7番1号、代表取締役 前田 哲宏）との間に、同社の連結子会社でありますDXアンテナ株式会社（神戸市

兵庫区浜崎通2番15号、代表取締役社長 米山 實）の株式を譲受けること（子会社化）に向けての具体的な協議を進

めていくことに関する基本合意書を締結することを決議しましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

 

記 

 

１．株式譲受けの理由 

DXアンテナ株式会社と当社の事業は、取扱い製品のマーケットが近接していることに加え、販売チャネルの重複が

少ないことから、販売面での相乗効果が見込まれると期待しております。 

特に当社の持つ家電量販店を中心とした販売力は DX アンテナ株式会社の売上拡大に大きく貢献するものと思われ、

本案件を進めることはDXアンテナ株式会社及び当社双方のメリットになると考えております。 

 

２． 対象会社の概要 

（１） 名 称 DXアンテナ株式会社 

（２） 所 在 地 兵庫県神戸市兵庫区浜崎通2番15号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 米山 實 

（４） 事 業 の 内 容 

各種アンテナ及びテレビ受信関連機器・CATV 関連機器・情報伝送システム関連

機器・セキュリティシステム関連機器全般の製造販売、並びに付帯する調査・

設計・施工管理 

（５） 資 本 金 363,000千円 

（６） 設 立 年 月 日 昭和31(1956)年9月 

（７） 大株主及び持株比率 船井電機株式会社 96.0％ 

（８） 
上場会社と当該会社と

の 間 の 関 係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 

（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

 決 算 期 平成26年２月期 平成27年２月期 平成28年２月期 



  

 

 純 資 産 11,960,221千円 12,016,214千円 11,514,372千円

 総 資 産 18,192,684千円 18,112,406千円 17,012,265千円

 １株当たりの純資産 1,021円 1,025円 983円

 売 上 高 16,485,323千円 13,615,956千円 12,115,241千円

 営 業 利 益 562,205千円 204,362千円 -475,162千円

 経 常 利 益 719,322千円 403,400千円 -488,026千円

 当 期 純 利 益 432,870千円 186,936千円 -446,036千円

 １株当たり当期純利益 36円 15円 -38円

 １ 株 当 た り 配 当 金 ５円 ３円 ３円

 

３． 株式取得の相手先の概要 

（１） 名 称 船井電機株式会社 

（２） 所 在 地 大阪府大東市中垣内7丁目7番1号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役執行役員社長 前田 哲宏 

（４） 事 業 内 容 電気機器製造業 

（５） 資 本 金 31,307,607千円 

（６） 設 立 年 月 日 昭和36 (1961)年８月 

（７） 純 資 産 70,197,812千円 

（８） 総 資 産 116,239,474千円 

（９） 大株主及び持株比率 船井 哲良 34.76％ 

（10） 上場会社と当該会社の関係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 

関連当事者へ

の該当状況 
該当事項はありません。 

 

４． 取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

取得株式数、取得価額等につきましては、今後の協議により決定及び判明しだい、速やかに公表いたします。 

 

５． 日程 

（１） 基 本 合 意 書 締 結 平成28年11月７日 

（２） 株 式 譲 受 契 約 締 結 平成29年１月中（予定） 

（３） 株 式 譲 受 日 平成29年２月末（予定） 

 

６．今後の見通し 

本件に伴う平成29 年３月期における業績見通しにつきましては、影響ございません。来期以降の見通しについては、

現時点においては精査中であり、公表すべき事項が判明次第、速やかに公表いたします。 

以 上 


